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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第51期
第３四半期
累計期間

第52期
第３四半期
累計期間

第51期

会計期間
自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日

自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日

自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日

売上高 （千円） 9,603,134 9,474,462 12,833,421

経常利益 （千円） 152,359 299,808 284,784

四半期（当期）純利益 （千円） 59,177 220,469 104,452

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － －

資本金 （千円） 474,061 474,061 474,061

発行済株式総数 （株） 4,271,300 4,271,300 4,271,300

純資産額 （千円） 8,755,338 8,914,691 8,802,646

総資産額 （千円） 11,128,239 11,200,897 11,155,914

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 14.65 53.98 25.83

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） 14.61 53.92 25.76

１株当たり配当額 （円） 30 20 50

自己資本比率 （％） 78.6 79.5 78.8

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △11,233 318,113 312,887

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △255,007 80,535 △180,764

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △300,353 △126,582 △290,093

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 1,511,651 2,191,840 1,920,100

 

回次
第51期
第３四半期
会計期間

第52期
第３四半期
会計期間

会計期間
自 平成27年10月１日
至 平成27年12月31日

自 平成28年10月１日
至 平成28年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 29.81 48.04

（注）１．当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移に

ついては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．当社は、持分法を適用すべき重要な関連会社を有しておりませんので、持分法を適用した場合の投資利益に

ついては記載しておりません。

４．当社は、従業員持株会信託型ＥＳＯＰ制度を導入しており、当該信託にかかる従業員持株会信託口が所有す

る当社株式については、財務諸表において自己株式として計上しております。そのため、１株当たり四半期

（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額の算定にあたっては、当該株

式数を自己株式に含めて「普通株式の期中平均株式数」を算定しております。
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５．当社は、株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）制度を導入しており、当該信託にかかる株式給付信託口が所有する

当社株式については、財務諸表において自己株式として計上しております。そのため、１株当たり四半期

（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額の算定にあたっては、当該株

式数を自己株式に含めて「普通株式の期中平均株式数」を算定しております。

６．第51期の１株当たり配当額には、創立50周年記念配当20円を含んでおります。

７．四半期財務諸表等規則第４条の２第３項により、四半期キャッシュ・フロー計算書を作成しております。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

 

(1) 業績の状況

　当第３四半期累計期間におけるわが国経済は、企業収益や雇用環境の改善を背景に、緩やかな回復基調が続いて

おり、個人の消費マインドにも持ち直しの動きがみられます。しかし、米国の新政権発足等世界経済の不確実性の

影響が懸念され、景気の先行きは依然として不透明な状況が続いております。

　こうした経営環境の中、当社は「カスタマーバリューの創造」を経営指針として、平成28年３月期から平成30年

３月期までの中期経営計画に基づき、顧客層の拡大を図るとともに、獲得した顧客のロイヤルカスタマー化を目指

しております。

　当第３四半期累計期間におきましては、中期経営計画の重点施策の一つである「ブランド力の強化」に注力を

し、イベントプロモーションを中心とした集客チャネルの多様化によるバランスの良い集客活動を行うための基盤

の再構築を図ってまいりました。主軸となるイベントプロモーションでは、法人営業を強化し、企業タイアップに

よる新たなイベント会場の開拓を進めるとともに、美容スタッフ（フェイシャリスト）のイベント参加を強化し、

イベント内容の充実を図る等集客力の向上に努めました。また、４月から新たなチャネルの一つとしてテレビ通販

へ販路を拡大し、インフォマーシャルによるシーボンブランドの認知度向上を図りました。

　既存顧客につきましては、顧客セグメントに応じたきめ細やかなサービスによる顧客満足度の向上を意識した接

客に努め、特に入会間もない顧客へ継続を促すためのフォロー体制を強化いたしました。また、６月から首都圏の

一部店舗で女性用“ウィッグ”の発売を開始し、新たな付加価値を提供する等、顧客との接点拡大に努めてまいり

ました。

　製品におきましては、新たに下記の製品を発売いたしました。

・４月：美白スキンケアライン『ホワイト』シリーズより、化粧水、美容液、クリームに非売品の美容液『ブライ

トアップエッセンス』をプラスした『ＦＷセット』を数量限定で発売。

　　　　『ホワイト』シリーズの共通成分を配合したクレンジングクリーム『フェイシャリスト ブライトアップ

マセ』を230ｇの大容量で新発売。

・５月：紫外線等によるダメージ肌に働きかけるスペシャルケアセット『ＳＰＡ 04』を期間限定発売。

・６月：カシスの果実味たっぷりの酵母飲料『酵母美人－カシス』を数量限定発売。

・７月：おいしくカラダをサポートする酢飲料『酵素美人－赤』からカロリーを50％カットした『酵素美人－赤

カロリーオフ』（ピンクグレープフルーツ味）を新発売。

　　　　しなやかなハリ肌を目指すエイジングケアライン『ＢＸ』シリーズより、ＢＢクリーム『フェイシャリス

ト ＢＸスペシャルＢＢ』を新発売。

・10月：“光”のダメージに着目したシーボン最高峰のエイジングケアライン『ＡＣ４』シリーズをバージョン

アップ。化粧水・美容液・保湿クリームに加え、新たにクレンジングクリームを新発売。

・11月：年齢や肌冷え、乾燥でハリをなくした肌をリフレッシュするスペシャルケアセット『ＳＰＡ 06』を期間

限定発売。

　　　　今秋に収穫された巨峰ストレート果汁を使用した健康飲料『葡萄美人－2016』を数量限定で発売。

・12月：黄金生姜・大生姜を配合した酢飲料『酵素美人－金』を数量限定で発売。

　以上の販売活動を実施し、新規来店者数の増加により新規顧客への売上高が増加したものの、前期の新規来店者

数の減少が既存顧客の継続数へ影響したことにより、直営店舗における売上高は9,156,827千円（前年同期比1.4％

減）となりました。

　この結果、当第３四半期累計期間の業績は、売上高9,474,462千円（前年同期比1.3％減）、営業利益266,833千

円（前年同期比133.3％増）、経常利益299,808千円（前年同期比96.8％増）、四半期純利益220,469千円（前年同

期比272.6％増）となりました。

 

(2) キャッシュ・フローの状況

　当第３四半期累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べ271,739

千円増加し、当第３四半期会計期間末には2,191,840千円（前年同期比45.0％増）となりました。

　当第３四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。
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(営業活動によるキャッシュ・フロー)

　当第３四半期累計期間において、営業活動の結果獲得した資金は318,113千円（前年同期は11,233千円の資金を

使用）となりました。これは主に、税引前四半期純利益292,506千円、減価償却費231,815千円、売上債権の増加

101,840千円、未払消費税等の増加51,086千円、法人税等の支払額183,408千円によるものであります。

 

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

　当第３四半期累計期間において、投資活動の結果獲得した資金は80,535千円（前年同期は255,007千円の資金を

使用）となりました。これは主に、定期預金の預入による支出300,000千円、定期預金の払戻による収入500,000千

円、有形固定資産の取得による支出133,139千円によるものであります。

 

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

　当第３四半期累計期間において、財務活動の結果使用した資金は126,582千円（前年同期比57.9％減）となりま

した。これは主に、自己株式の売却による収入45,746千円、配当金の支払額169,933千円によるものであります。

 

(3) 事業上及び財政上の対処すべき課題

　当第３四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4) 研究開発活動

　当第３四半期累計期間における研究開発活動の金額は、146,357千円であります。

　なお、当第３四半期累計期間において、当社の研究開発活動の状況について重要な変更はありません。

 

(5) 経営成績に重要な影響を与える要因について

　当第３四半期累計期間において、経営成績に重要な影響を与える要因に重要な変更はありません。

 

(6) 経営戦略の現状と見通し

　当第３四半期累計期間において、経営戦略の現状と見通しについて重要な変更はありません。

 

(7) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

① 資本の財源と資金の流動性について

　当第３四半期累計期間において、資本の財源と資金の流動性について重要な変更はありません。

 

② 財政状態の分析

（流動資産）

　当第３四半期会計期間末の流動資産の残高は5,081,181千円となり、前事業年度末に比べて156,148千円増加

いたしました。その主な要因は、現金及び預金の増加（前事業年度末比71,739千円増）、売掛金の増加（前事

業年度末比101,840千円増）、原材料及び貯蔵品の減少（前事業年度末比27,105千円減）によるものでありま

す。

 

（固定資産）

　当第３四半期会計期間末の固定資産の残高は6,119,715千円となり、前事業年度末に比べて111,166千円減少

いたしました。その主な要因は、建物（純額）の減少（前事業年度末比92,415千円減）、その他有形固定資産

の減少（前事業年度末比21,547千円減）によるものであります。

 

（流動負債）

 当第３四半期会計期間末の流動負債は1,587,843千円となり、前事業年度末に比べて17,356千円減少いたしま

した。その主な要因は、未払法人税等の減少（前事業年度末比80,825千円減）、その他流動負債の増加（前事

業年度末比68,744千円増）によるものであります。

 

（固定負債）

 当第３四半期会計期間末の固定負債の残高は698,362千円となり、前事業年度末に比べて49,705千円減少いた

しました。その主な要因は、株式給付引当金の増加（前事業年度末比42,035千円増）、その他固定負債の減少

（前事業年度末比90,076千円減）によるものであります。

 

（純資産）
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 当第３四半期会計期間末の純資産は8,914,691千円となり、前事業年度末に比べて112,044千円増加し、自己

資本比率は79.5％（前事業年度末は78.8％）となりました。その主な要因は、利益剰余金の増加（前事業年度

末比52,913千円増）、自己株式の減少（前事業年度末比45,746千円減）、その他有価証券評価差額金の増加

（前事業年度末比13,385千円増）によるものであります。

 

(8) 経営者の問題認識と今後の対応方針について

　当第３四半期累計期間において、経営者の問題認識と今後の方針について重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 16,000,000

計 16,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成28年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年２月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 4,271,300 4,271,300
　東京証券取引所

　市場第一部
単元株式数100株

計 4,271,300 4,271,300 － －

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成29年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成28年10月１日～

平成28年12月31日
－ 4,271,300 － 474,061 － 357,961

 

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

（７）【議決権の状況】

 当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成28年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

平成28年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　　　　100 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　　4,269,200 42,692 －
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区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

単元未満株式 普通株式　　　　2,000 － －

発行済株式総数 4,271,300 － －

総株主の議決権 － 42,692 －

（注）単元未満株式の欄には、当社所有の自己株式59株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成28年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社シーボン
東京都港区六本木七丁目

18番12号
100 － 100 0.00

計 － 100 － 100 0.00

(注)１．当第３四半期会計期間末日現在の自己株式数は、159株となっております。

２．「第４経理の状況」以下の自己株式数は自己株式178,955株で表示しております。これは株式給付信託口が所

有する当社株式178,796株を含めて自己株式として処理しているためです。

なお、株式給付信託口所有の株式178,796株につきましては、自己株式等から除外して表示しております。

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について
　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

 なお、四半期財務諸表等規則第４条の２第３項により、四半期キャッシュ・フロー計算書を作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間（平成28年10月１日から平成28

年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成28年４月１日から平成28年12月31日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について
　四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項により、当

社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集団の財

政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいものとし

て、四半期連結財務諸表は作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成28年３月31日)
当第３四半期会計期間
(平成28年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,720,100 2,791,840

売掛金 902,551 1,004,391

商品及び製品 424,185 423,492

仕掛品 64,333 66,659

原材料及び貯蔵品 489,210 462,105

その他 324,769 332,823

貸倒引当金 △117 △130

流動資産合計 4,925,032 5,081,181

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 2,580,561 2,488,146

土地 1,378,554 1,378,554

その他（純額） 558,930 537,382

有形固定資産合計 4,518,046 4,404,083

無形固定資産 113,210 115,150

投資その他の資産   

その他 1,622,635 1,623,482

貸倒引当金 △23,009 △23,000

投資その他の資産合計 1,599,625 1,600,482

固定資産合計 6,230,881 6,119,715

資産合計 11,155,914 11,200,897

負債の部   

流動負債   

買掛金 117,270 119,264

未払法人税等 141,876 61,050

ポイント引当金 381,133 377,076

資産除去債務 4,118 905

その他 960,801 1,029,545

流動負債合計 1,605,199 1,587,843

固定負債   

株式給付引当金 147,554 189,590

資産除去債務 311,307 309,642

その他 289,205 199,129

固定負債合計 748,068 698,362

負債合計 2,353,268 2,286,205

純資産の部   

株主資本   

資本金 474,061 474,061

資本剰余金 357,961 357,961

利益剰余金 8,251,029 8,303,943

自己株式 △405,175 △359,429

株主資本合計 8,677,877 8,776,537

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 117,416 130,801

評価・換算差額等合計 117,416 130,801

新株予約権 7,353 7,353

純資産合計 8,802,646 8,914,691

負債純資産合計 11,155,914 11,200,897
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（２）【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

売上高 9,603,134 9,474,462

売上原価 1,957,822 1,901,884

売上総利益 7,645,311 7,572,577

販売費及び一般管理費   

従業員給料 2,983,757 2,911,776

その他 4,547,192 4,393,968

販売費及び一般管理費合計 7,530,950 7,305,744

営業利益 114,361 266,833

営業外収益   

受取利息 1,520 652

受取配当金 3,251 3,574

受取家賃 30,789 26,304

その他 3,042 3,445

営業外収益合計 38,604 33,977

営業外費用   

支払利息 104 －

社宅等解約損 231 620

為替差損 202 326

その他 68 55

営業外費用合計 606 1,001

経常利益 152,359 299,808

特別利益   

固定資産売却益 － 1,394

特別利益合計 － 1,394

特別損失   

固定資産除却損 7,696 8,079

減損損失 1,948 617

特別損失合計 9,644 8,696

税引前四半期純利益 142,714 292,506

法人税、住民税及び事業税 69,727 93,690

法人税等調整額 13,809 △21,653

法人税等合計 83,537 72,037

四半期純利益 59,177 220,469
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前第３四半期累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前四半期純利益 142,714 292,506

減価償却費 265,026 231,815

減損損失 1,948 617

貸倒引当金の増減額（△は減少） △39 3

ポイント引当金の増減額（△は減少） △45,883 △4,057

株式給付引当金の増減額（△は減少） 47,134 42,035

受取利息及び受取配当金 △4,772 △4,227

支払利息 104 －

為替差損益（△は益） 202 326

固定資産除却損 7,696 8,079

固定資産売却損益（△は益） － △1,394

売上債権の増減額（△は増加） 7,805 △101,840

たな卸資産の増減額（△は増加） △29,802 25,472

仕入債務の増減額（△は減少） 48,581 1,994

未払消費税等の増減額（△は減少） △239,996 51,086

その他 △23,586 △45,476

小計 177,135 496,942

利息及び配当金の受取額 6,135 4,578

利息の支払額 △105 －

法人税等の支払額 △194,399 △183,408

営業活動によるキャッシュ・フロー △11,233 318,113

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △900,000 △300,000

定期預金の払戻による収入 900,000 500,000

有形固定資産の取得による支出 △208,683 △133,139

無形固定資産の取得による支出 △13,358 △15,113

敷金及び保証金の差入による支出 △29,314 △18,647

敷金及び保証金の回収による収入 3,799 57,470

その他 △7,449 △10,034

投資活動によるキャッシュ・フロー △255,007 80,535

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入金の返済による支出 △45,799 －

自己株式の売却による収入 43,412 45,746

配当金の支払額 △297,709 △169,933

ストックオプションの行使による収入 2,628 －

その他 △2,884 △2,396

財務活動によるキャッシュ・フロー △300,353 △126,582

現金及び現金同等物に係る換算差額 △202 △326

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △566,796 271,739

現金及び現金同等物の期首残高 2,078,447 1,920,100

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 1,511,651 ※ 2,191,840
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【注記事項】

（会計方針の変更）

　（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対

応報告第32号　平成28年６月17日）を第１四半期会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属

設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　　これによる損益に与える影響額は軽微であります。

 

（追加情報）

 （従業員持株会信託型ＥＳＯＰ)

 当社は、平成24年３月15日開催の取締役会において、当社従業員持株会を活用し、福利厚生制度の拡充を目的

として「従業員持株会信託型ＥＳＯＰ」（以下、「本制度」）の導入を決議しております。

本制度では、当社が「シーボン従業員持株会」（以下、「持株会」）に加入する従業員のうち一定の要件を

充足する者を受益者とする信託を設定し、当社株式を譲渡していく目的で日本トラスティ・サービス信託銀行株

式会社（信託口）（以下、「従業員持株会信託口」）が、本信託の設定後４年間にわたり持株会が取得すると見

込まれる数の当社株式を予め取得し、持株会への売却を行います。

当社株式の取得及び処分については、当社が従業員持株会信託口の債務を保証しており、総額法を適用して

おります。

なお、当第３四半期会計期間において、信託期間は終了しております。

 

 （株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ））

 当社は、平成25年10月31日開催の取締役会において、当社の株価や業績と従業員の処遇の連動性をより高め、

経済的な効果を株主の皆様と共有することにより、株価及び業績向上への従業員の意欲や士気の向上と福利厚生

制度の拡充を目的として、従業員に対して自社の株式を給付するインセンティブプラン「株式給付信託（Ｊ－Ｅ

ＳＯＰ）」（以下「本制度」といい、本制度に関してみずほ信託銀行株式会社と締結する信託契約に基づいて設

定される信託を「本信託」といいます。）を導入すること及び本信託の設定時期、金額等の詳細について決議し

ております。この導入に伴い、平成25年11月13日付で資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）（以下、

「株式給付信託口」）が当社株式178,900株を取得しております。

本制度は、予め当社が定めた株式給付規程に基づき、一定の要件を満たした当社の従業員に対し当社株式を

給付する仕組みです。

当社は、従業員に対し勤続年数等に応じてポイントを付与し、一定の条件により受給権の取得をしたときに

当該付与ポイントに相当する当社株式を給付します。従業員に対し給付する株式については、予め信託設定した

金銭により将来分も含め取得し、信託財産として分別管理するものとします。

当該本信託については、総額法を適用し、当第３四半期会計期間末に株式給付信託口が所有する当社株式

は、四半期貸借対照表の純資産の部に自己株式として表示しており、計上額は359,201千円、株式数は178,796株

であります。

 

　（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

 「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を第１

四半期会計期間から適用しております。

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のとお

りであります。

 
前第３四半期累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日）

現金及び預金勘定 2,411,651千円 2,791,840千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △900,000 △600,000

現金及び現金同等物 1,511,651 2,191,840
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年12月31日）

１．配当金支払額

（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年５月15日

取締役会
普通株式 170,785 40 平成27年３月31日 平成27年６月25日 利益剰余金

平成27年10月30日

取締役会
普通株式 128,134 30 平成27年９月30日 平成27年11月30日 利益剰余金

(注)　１．平成27年５月15日取締役会の決議に基づく配当金の総額には、従業員持株会信託口に対する配当金2,608千円

及び株式給付信託口に対する配当金7,151千円を含めております。

　　　２．平成27年10月30日取締役会の決議に基づく配当金の総額には、従業員持株会信託口に対する配当金1,419千円

及び株式給付信託口に対する配当金5,363千円を含めております。

 

Ⅱ　当第３四半期累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日）

１．配当金支払額

（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年５月16日

取締役会
普通株式 85,422 20 平成28年３月31日 平成28年６月24日 利益剰余金

平成28年10月31日

取締役会
普通株式 85,422 20 平成28年９月30日 平成28年11月30日 利益剰余金

(注)　１．平成28年５月16日取締役会の決議に基づく１株当たり配当額は、創立50周年記念配当20円であります。

　　　２．平成28年５月16日取締役会の決議に基づく配当金の総額には、従業員持株会信託口に対する配当金588千円及

び株式給付信託口に対する配当金3,575千円を含めております。

　　　３．平成28年10月31日取締役会の決議に基づく配当金の総額には、株式給付信託口に対する配当金3,575千円を含

めております。

 

（持分法損益等）

　該当事項はありません。

 

（企業結合等関係）

　該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第３四半期累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年12月31日）及び当第３四半期累計期間（自　平成

28年４月１日 至　平成28年12月31日）

当社は、化粧品及び医薬部外品の製造販売事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日）

(1) １株当たり四半期純利益金額 14円65銭 53円98銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 59,177 220,469

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 59,177 220,469

普通株式の期中平均株式数（株） 4,039,774 4,084,159

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 14円61銭 53円92銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） 10,718 4,396

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前事業年度末から重要な変動があったものの

概要

－ －

(注)　１．従業員持株会信託口が所有する当社株式（前第３四半期会計期間末37,300株、当第３四半期会計期間末－株）

については、四半期貸借対照表において自己株式として処理していることから、普通株式の期中平均株式数は

当該株式の数（前第３四半期累計期間51,801株、当第３四半期累計期間8,186株）を控除して算定しておりま

す。

　　　２．株式給付信託口が所有する当社株式（前第３四半期会計期間末178,796株、当第３四半期会計期間末178,796

株）については、四半期貸借対照表において自己株式として処理していることから、普通株式の期中平均株式

数は当該株式の数（前第３四半期累計期間178,796株、当第３四半期累計期間178,796株）を控除して算定して

おります。

 

（重要な後発事象）

　　　　該当事項はありません。

 

２【その他】

　平成28年10月31日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ）配当金の総額………………………………………85,422千円

（ロ）１株当たりの金額…………………………………20円00銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成28年11月30日

（注）平成28年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社シーボン(E23479)

四半期報告書

16/17



 

 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

 平成29年２月８日

 

株式会社　シーボン
 

 取締役会　御中  

 

 有限責任監査法人　トーマツ  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 井上　隆司 印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 林　敬子 印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社シーボ

ンの平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第52期事業年度の第３四半期会計期間（平成28年10月１日から平成28

年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成28年４月１日から平成28年12月31日まで）に係る四半期財務諸表、すな

わち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行っ

た。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正

に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して

四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社シーボンの平成28年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する第３四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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